
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成19年1月18日
担当部署：JICAスリランカ事務所

1．案件名

和文名：スリランカ乾燥地域の灌漑農業における総合的管理能力向上

英文名：Project for Increasing the Capacity of Integrated Management in Irrigated Agriculture
in Dry Zone

2．協力概要

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述

本案件は、スリランカ国対象2県において、農業生産性を向上させるために政府職員と農民組織の能
力向上を図る総合的な研修体制を確立することを目標とする。具体的には1）農民組織の運営管
理、2）灌漑施設管理・水管理、3）農業生産、4）流通加工の4分野における政府職員と農民組織の
能力強化・改善、及びカウンターパートを指導員とし他の政府職員の能力向上を図るための体制整
備、に係る技術協力を行う。

（2）協力期間

2007年5月～2011年4月（4年間）

（3）協力総額（日本側）

約3億5千万円

（4）協力相手先機関

農業・灌漑・マハベリ開発省（Ministry of Agriculture, Irrigation and Mahaweli Development）

（5）裨益対象者および規模など

対象地域：アヌラダプラ県およびクルネガラ県

モデルサイト：

1）アヌラダプラ県ラジャンガナ大規模灌漑地区スリ・ウダラ農民組織（灌漑農地面積180ha）
2）クルネガラ県キンブルワナオヤ大規模灌漑地区No.4農民組織（同面積95ha）
3）アヌラダプラ県内カドゥルガスダマナ灌漑地区カドゥルガスダマナ農民組織（同面積105ha）

灌漑地区名（県）
灌漑施設状
況

灌漑区分
（灌漑管理担当）

入植
水資源
（水田灌漑）

主要都市・
市場アクセ
ス

1）ラジャンガナ（アヌラダプラ県） ×
大規模（灌漑管理
部）

新規入
植

△（年1.5
作）

遠

2）キンブルワナオヤ（クルネガラ県） ○ 大規模（灌漑局）
新規入
植

○（年2作） 中

3）カドゥルガスダマナ（アヌラダプラ
県）

○ 中規模（灌漑局） 伝統村 ×（年1作） 中

直接裨益者：モデルサイト3カ所の灌漑・農業関連政府職員（約100人）および農家（約600戸）

間接裨益者：対象地域2県の灌漑・農業関連政府職員（約2,300人）および農家（約25万5千戸）



3．協力の必要性・位置付け

（1）現状および問題点

スリランカ国（人口約19,000千人、面積約66千km2）では、全人口の80％以上が農村部に居住し、
農業分野がGDPの約17％を占め、就労人口の30％が農業に従事している。全人口の約2割が貧困
層1に属しており、そのうち約90％が農村部に居住している。農村部に貧困が多いのは、農村部の主
要産業である農林水産業の脆弱さによる収入の不安定と、地域・地場産業の未発達などに起因するも
のである。

農林水産業の中でも稲作は、農業総生産の30％を占め、単一の農産物生産部門としては最大の部門で
ある。また、水稲は小農部門の中心的作物であり、大多数の農家がその生産に従事している。しか
し、人口増に伴う農地の細分化、および生産コストの上昇による実質所得の低下などにより、一部の
大規模経営地域を除き、稲作主体の中小規模農家の大半は十分な所得が確保できない状態にある。特
に、乾燥地域の農村部では、地域産業の未発達が背景となって農業以外の雇用機会が限られているた
め、農外所得が期待できず、特に中小規模農家は、その大半が低い所得水準から脱却できていない。

スリランカの乾燥地帯は国土面積の約70％を占め、そこでは、米の総生産量の約80％が生産されて
いる。乾燥地帯の農家はその耕作を灌漑に大きく依存しており、1）水稲栽培の収益性が低く、農家
収入が低迷している、2）適切な末端灌漑施設の維持管理がなされていない、3）地球温暖化等の影響
により降雨が減少傾向にある中、効果的な灌漑・水管理がなされていない、などの問題を抱えてい
る。

これらの問題を解決するためには、生産コストの削減、水利用の効率化などによる土地生産性の向
上、畑作の導入による生産の多様化、組織化（農民の組織化、土地利用の集団化、集出荷の共同化
等）による効率性向上などを組み合わせた総合的な改善策が必要である。特に、灌漑農業分野におい
ては、水資源の効果的かつ公平な利用を通じた灌漑面積の拡大と、畑作物の生産拡大等による生産お
よび所得の向上が求められており、そのためには政府職員や農民の能力向上を図る総合的な研修体制
の構築が不可欠である。

このような背景のもと実施された開発調査「灌漑分野に係る総合的管理能力向上計画調査」により、
灌漑・農業・流通・加工各セクターの主要問題点およびその改善方向が示され、能力向上計画が取り
まとめられた。この能力向上計画の実施を目的とし、スリランカ政府はわが国に対して技術協力プロ
ジェクトを要請してきた。
1 2002年の定義では１人当たりの月間所得が1,423ルピー

（2）相手国政府政策上の位置付け

現政権が2006年11月に発表した「10カ年（2006～2016年）開発計画案」において、農業は最優
先分野とされており、農業の発展を通じて経済繁栄と貧困解消を達成することが戦略として掲げられ
ている。特に、灌漑農業の生産性・水管理・施設維持管理の向上、マーケティング・作物多様化の促
進、住民組織の参加などが重点開発課題とされている。

（3）わが国援助政策との関連・JICA国別事業実施計画上の位置付け

2004年4月に策定されたJICA国別援助計画では、1）平和の定着・復興支援、および2）中・長期開
発ビジョンという2本の柱を中心として援助を展開する方針であり、後者においては、貧困対策に重
点をおいて、農水産業開発・参加型開発の必要性が明記されている。

また、2005年10月に改訂されたJICA国別事業実施計画の中の農漁村・地方開発プログラムにおいて
は、「低い農業生産性、農家の営農技術不足、農産物多様化、住民参加型の開発」などを主な課題と
して挙げており、特に灌漑農業については、灌漑施設および水管理を行政と農民組織が一体となって
効率的に実施するための手法の導入が必要であるとしている。

（4）他の援助スキーム・援助機関との関係

JBICがスリランカで2006年に開始した「農村経済開発復興事業（PEACE）」は、北東部州を含む乾



燥地域に存在する109ヶ所の灌漑地区において、灌漑施設の改修・所得向上プログラム・農民組織の
強化等を通じ、農村の持続的な農業開発を目指す事業であり、2010年まで継続の予定である。本案
件のモデルサイトのうち、1ヶ所（アヌラダプラ県ラジャンガナ大規模灌漑地区）をPEACE事業のサ
イトと重複させることにより両事業の連携を図り、本案件の成果をPEACE事業対象灌漑地区にも波及
させる計画である。

4．協力の枠組み

〔主な項目〕

（1）協力の目標

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値

【目標】農業生産性を向上させるために政府職員と農民組織の能力向上を図る、総合的な研修体制が
確立される。

【指標】

1. 対象地域において、総合的に計画された一連の研修がプロジェクト実施期間中に最低2回開催さ
れる。

2. 対象地域の農民の研修・普及に対する満足度が50％以上増加する。
3. 対象地域の農民組織の能力評価が25％以上増加する。
4. 研修アドバイザリー委員会が継続して開催される。

（目標値はベースライン調査結果に基づき是正する）

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

【目標】

1. 対象地域において農業所得が向上する。

【指標】

1. 対象地域の農業所得が25％以上増加する。
2. 対象地域の農業生産性が25％以上増加する。

（目標値はベースライン調査結果に基づき是正する）

（2）成果（アウトプット）、そのための活動、指標・目標値

アウトプット1．

モデルサイトにおいて、農民組織の運営管理に関して政府職員と農民組織の能力が強化・改善され
る。

【活動】

1. モデルサイトのベースライン調査および対象地域の農民組織の能力評価調査を実施する。
2. 農民組織の組織運営管理に関して現状および既存の資料をレビューし、改善を検討の上、事例集

／マニュアル／ガイドライン等のドラフトを作成する。
3. コミュニティ開発計画・コミュニティ行動計画2の作成・活用方法について研修を実施する。
4. 農民が中心となってコミュニティ開発計画・コミュニティ行動計画を作成する。
5. 農民組織の中にコミュニティ行動計画で計画された各課題に応じた部会を設置する。
6. コミュニティ行動計画実施のための各種研修（例：リーダーシップ育成、各種啓蒙活動、財務管

理など）を実施する。
7. 上記実践の結果をもとに事例集／マニュアル／ガイドライン等の内容を精査し、第一版を完成さ

せる。

（各項目とも研修・OJT3は、モデルサイトで働く現場政府職員が農民を対象として実施するのをプロ
ジェクトがファシリテート・サポートする）



2 「コミュニティ開発計画」：参加型手法を用い、コミュニティが中心となって村のニーズを考慮しながら作成する開発計
画。「コミュニティ行動計画」：「コミュニティ開発計画」をもとに、誰がいつ実行するか、入手可能は資源は何か、などに
ついて討議し作成するアクションプラン。

3 オンザジョブ・トレーニング

【指標】

政府職員対象の研修受講者のうち

1. 80％以上が内容を理解する。
2. 60％以上が研修で習得した技術・手法を担当地域で実践する。

3ヶ所のモデルサイトにおいて、現場職員の普及・指導によって

1. 全ての農民組織がコミュニティ開発計画・コミュニティ行動計画を作成・実施する。
2. 農民組織の組合員数が50％以上増加する。
3. 農民組織の年次総会・定期会合への組合員参加人数が50％以上増加する。
4. 農民組織内に部会が1つ以上設立される。

アウトプット2．

モデルサイトにおいて灌漑施設管理、水管理に関する政府職員と農民組織の能力が強化・改善され
る。

【活動】

1. 灌漑施設・水管理に関して現状および既存の資料をレビューし、改善を検討の上、事例集／マ
ニュアル／ガイドライン等のドラフトを作成する。

2. コミュニティ行動計画で計画された末端灌漑施設の改修を農民組織が実施できるよう、調査、設
計、工事についての研修・OJTを実施する。

3. 農民組織による末端灌漑施設の改修工事を実施する。
4. 農民組織が末端灌漑施設の操作・維持管理ができるように研修・OJTを実施する。
5. GIS灌漑ブロック図に基づいた水管理・栽培計画についての研修・OJTを実施する。
6. 灌漑局土地利用課によって作成された詳細土壌分類地図に基づいた水管理・栽培計画についての

研修・OJTを実施する。
7. 農民組織・圃場水管理グループが主体となって灌漑スケジュールが作成できるよう指導する。
8. モデルサイトが属する灌漑地区レベルの水管理の現状を踏まえ、灌漑スケジュールの調整方法に

ついての研修・OJTを実施する。
9. 適切な圃場水管理についての研修・OJTを実施する。

10. 上記実践の結果をもとに事例集／マニュアル／ガイドライン等の内容を精査し、第一版を完成さ
せる。

（各項目とも研修・OJTは、モデルサイトで働く現場政府職員が農民を対象として実施するのをプロ
ジェクトがファシリテート・サポートする。また、活動の詳細はコミュニティ行動計画の結果を反映
させる）

【指標】

政府職員対象の研修受講者のうち

1. 80％以上が内容を理解する。
2. 60％以上が研修で習得した技術・手法を担当地域で実践する。

3ヶ所のモデルサイトにおいて、現場職員の普及・指導によって全ての農民組織が

1. 末端灌漑施設の改修工事を実施する。
2. 灌漑スケジュールの作成・利用を行うようになる。
3. 灌漑スケジュールに基づいた適切な水管理を行うようになる。

アウトプット3．



モデルサイトにおいて、農業生産に関する政府職員と農民組織の能力が強化・改善される。

【活動】

1. 農業生産に関して現状および既存の資料をレビューし、改善を検討の上、事例集／マニュアル／
ガイドライン等のドラフトを作成する。

2. 稲作営農技術向上に関して研修・OJTを行う（種子生産、肥料・農薬の適正使用、栽培管理、収
穫後処理など）。

3. 農民ニーズに応じて作物多様化／畜産の導入に関し普及活動を行う。
4. 栽培計画に基づく集団作付けの実施を指導する。
5. 上記実践の結果をもとに事例集／マニュアル／ガイドライン等の内容を精査し、第一版を完成さ

せる。

（各項目とも研修・OJTは、モデルサイトで働く現場政府職員が農民を対象として実施するのをプロ
ジェクトがファシリテート・サポートする。また、活動の詳細はコミュニティ行動計画の結果を反映
させる）

【指標】

政府職員対象の研修受講者のうち

1. 80％以上が内容を理解する。
2. 60％以上が研修で習得した技術・手法を担当地域で実践する。

3ヶ所のモデルサイトにおいて、現場職員の普及活動によって農民の25％以上が

1. 種子生産、肥料・農薬の適正使用、栽培管理、収穫後処理などに関して指導を受けた技術を実践
する。

2. 作物多様化／畜産を導入する。
3. 栽培計画に基づく集団作付けを実施する。

アウトプット4．

モデルサイトにおいて、流通・加工に関する政府職員と農民組織の能力が強化・改善される。

【活動】

1. 流通加工に関して現状および既存の資料をレビューし、改善を検討の上、事例集／マニュアル／
ガイドライン等を作成する。

2. 特定の作物に対し、集団販売の重要性にかかる意識化を行い、農民組織による集団販売の実施を
指導する。

3. 農産物の品質管理能力向上のための研修・OJTを実施する。
4. 市場情報の収集能力向上のための研修・OJTを実施する。
5. 上記実践の結果をもとに事例集／マニュアル／ガイドライン等の内容を精査し、第一版を完成さ

せる。

（各項目とも研修・OJTは、モデルサイトで働く現場政府職員が農民を対象として実施するのをプロ
ジェクトがファシリテート・サポートする。また、活動の詳細はコミュニティ行動計画の結果を反映
させる）

【指標】

政府職員対象の研修受講者のうち

1. 80％以上が内容を理解する。
2. 60％以上が研修で習得した技術・手法を担当地域で実践する。

3ヶ所のモデルサイトにおいて、現場職員の普及・指導によって農民の25％以上が

1. 集団販売を実施する。
2. 生産物の品質管理能力を向上させる。
3. 市場情報の収集方法を理解する。



アウトプット5．

カウンターパートを指導員とし、他の政府職員の能力向上を図るための体制が整備される。

【活動】

1. 研修アドバイザリー委員会（TAC）を設置し、定期的に研修ニーズの確認、研修のモニタリン
グ、フォローアップ等を実施する。

2. 研修体制・手法に関して現状および既存の資料をレビューし、改善を検討の上、事例集／マニュ
アル／ガイドライン等のドラフトを作成する。

3. 研修体制・手法に関して指導者研修を実施する。
4. アウトプット1～4にかかる専門家・カウンターパートと協力して指導者研修を実施する。
5. アウトプット1～4に係る専門家・C/Pと協力して対象地域の現場職員への研修を実施する（現

場職員は研修後、担当地域の農民を対象に研修で習得した内容を指導する）。
6. アウトプット1～4にかかる専門家・カウンターパートと協力して上記現場職員の担当地域にお

ける成果をモニターするとともに、成果発表会を開催し成果や問題点を確認する。
7. 上記実践の結果をもとに事例集／マニュアル／ガイドライン等の内容を精査し、第一版を完成さ

せる。
8. モニタリング・成果発表会の結果を普及するためのセミナーを開催する。

【指標】

1. 指導者研修がプロジェクト実施期間中に最低1回開催される。
2. 各指導者による対象地域の現場職員への研修がプロジェクト実施期間中に最低2回開催される。
3. 上記現場職員の80％以上が研修で習得した内容を担当地域で実践する。
4. 成果発表会がプロジェクト実施期間中に最低1回開催される。
5. モニタリング・成果発表会の結果を反映したセミナーがプロジェクト実施期間中に最低1回開催

される。

（3）投入（インプット）

1）日本側

日本人長期専門家派遣（チーフアドバイザー／農民組織、灌漑施設管理・水管理、研修（兼調整
員））
日本人短期専門家、スリランカ・ローカルコンサルタント（農業生産、流通・加工ほか）
研修員受け入れ：年間2～3名程度（土地改良事業、営農組織、GISほか）
機材（車両3台、研修用資機材など）
セミナー、ワークショップ、研修の開催費用
研修機関における研修の参加者への交通費
その他プロジェクトコスト（必要に応じて）

2）スリランカ側

カウンターパート
プロジェクト・チーフ・コーディネーティング・オフィサー（農業・灌漑・マハベリ開発
省次官）
プロジェクト・コーディネーティング・オフィサー（農業・灌漑・マハベリ開発省次官
補）
灌漑管理部長、灌漑局課長（灌漑・水管理）、農業局課長（普及・研修）
関係研究・研修機関課長等（灌漑研修所、収穫後技術研究所、畑作研究所、稲作研究所、
農業職員研修所、農業機械化研修所、畜産研修所）
中央政府、州政府の農業関係現場職員

ガルガムワ灌漑研修所におけるプロジェクトの専門家やスタッフ用の事務室の提供
カウンターパート職員の現場研修参加、モデルサイト訪問のための交通費および手当て
その他プロジェクト実施に必要な経費



（4）外部条件（リスク要因）

1）プロジェクト目標達成のための外部条件

研修、指導・普及にかかわる政府職員数や予算が確保される。
プロジェクト関係政府機関の大幅な組織改編が行われない。

2）上位目標達成のための外部条件

農村経済開発復興事業（PEACE）をはじめとした農業生産向上にかかわる各種事業への投入が適
時に実施される。
農業所得向上にかかわる基本的な制度・政策・環境面での改善が実施・継続される。

5．評価5項目による事業評価分析結果

本案件の事前評価結果は、プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）手法に基づき、以下の5
項目の観点から検証され、実施の適切性が確認された。

（1）妥当性

本案件は以下の点から妥当性が高いと判断できる。

スリランカ政府の国家開発計画の中で掲げられている、「農業の発展を通じた貧困解消」に貢献
する事業であり、我が国の「対スリランカ国別援助計画」及び「JICA国別事業実施計画」とも整
合している。
これまでJICAは、アジアをはじめ多くの途上国で同分野のプロジェクトを実施しており、JICA
に蓄積されたノウハウを十分に活かすことができる。また、灌漑分野においては日本の土地改良
区での経験と技術を応用することができるなど、日本の技術の優位性も高い。
モデルサイトは乾燥地域の大規模灌漑地区を代表する自然条件を持ち、稲作主体の中小規模農家
が大部分を占める貧困度の高い地域であり、農業所得向上を目指す開発のモデルとして適切であ
る。

（2）有効性

以下の点より本案件の有効性が見込まれる。

本案件は開発調査において実施された問題分析・目的分析に基づいて計画されており、関係者の
意見や現状を十分反映したものとなっている。
まずモデルサイトにおいてカウンターパートや農民がプロジェクトの支援を受けて各分野の改善
した技術を実践・立証する（アウトプット1～4）。その結果をもとに、モデルサイト外へ成果
を波及させる（アウトプット5）。その成果を政策決定レベルの職員が成果発表会・研修アドバ
イザリー委員会・セミナー等を通じてモニタリング・フィードバックすることによって、プロ
ジェクト目標である総合的な研修体制の確立を図ることに有機的につながる。
貧困対策、農業生産性向上はスリランカの近年のいずれの政権においても重要政策であり、同分
野に関わる職員配置や予算支出は今後も優先的に行われることが期待される。また、本案件の対
象地域は比較的治安が良く、気象条件も安定している。これらのことから、プロジェクト目標を
達成するための外部条件が満たされる可能性は高い。

（3）効率性

本案件は以下の点から効率性が高いと見込まれる。

スリランカにはJICA帰国研修員をはじめ、農業・灌漑分野における技能・知識の豊富な蓄積があ
り、本案件では現地にあるリソースを最大限に活用する計画である。日本人長期専門家の数は必
要最低限に抑え、その他は短期専門家およびローカルコンサルタントを雇用することによりJICA
側投入を抑えることが可能となる。
3カ所のモデルサイトのうちの1カ所をPEACE事業対象灌漑地区から選定しており、同地では農



民組織による灌漑施設改修費用を同事業から支出することにより、投入コストを低く抑えること
ができる。
国内・海外の事例の調査、モデルサイトでの実践と有効性の検証、現場職員への技術移転による
他のサイトへの普及、成果の確認、と段階的に活動を展開することにより、実践とフィードバッ
クを通じ、成果である政府職員・農民組織双方の能力向上が効果的に図られる。
スリランカにおいてJICAはTRINCAP（トリンコマリー県住民参加型農業農村復興開発計
画）、MANRECAP（コミュニティ・アプローチによるマナー県復旧・復興計画）など、参加型
農村開発分野における類似の案件を実施しており、それら案件の成功例・教訓を今後整理し共有
することにより、効率的に事業が実施できる。

（4）インパクト

本案件のインパクトは以下のように予測できる。

プロジェクト目標の達成によって政府職員と農民組織の能力が向上し、農民の生産性や生産物の
付加価値を持続的に向上させるためのメカニズムが形成され、上位目標の農業所得の向上に貢献
すると見込まれる。
本案件のモデルサイトは貧困度の高い地域を選択しており、案件の実施により貧困解消、地域間
の経済格差解消へのインパクトが見込める。
本案件で確立された総合的な研修体制をPEACE事業地域に広げていくことにより、PEACE事業
との相乗効果が生まれるとともに、日本の協力としての広報効果が高まることも期待される。
作物多様化、畜産などの新規導入により、農村の青年層および女性の失業問題解消への一助とな
る見込みがある。

（5）自立発展性

本案件は以下の点から自立発展性が見込まれる。

技術面
農民が主体的にコミュニティ開発計画を作成・実行し、一部インフラ整備も農民自らの手で行う
ことにより、農民が組織として自立できる力がつくとともにオーナーシップが醸成されることが
期待される。
政策・組織・制度面
モデルサイトでの技術移転のみならず、他のサイトの現場職員への普及を図るとともに、新しく
導入される「研修アドバイザリー委員会」や成果発表会において、政策決定レベルの政府職員が
本案件の効果を随時確認することにより、案件の効果が組織の中に定着し、制度化されることに
より、効果が長期間にわたって地域的に広がることが期待される。
財政面
外国援助機関等の資金援助が投入された場合の開発モデルとして、PEACE事業対象灌漑地区から
1カ所モデルサイトを選定しているのに加え、通常の政府予算で賄える範囲の資金による開発モ
デルを作るために、PEACE事業対象灌漑地区以外から2カ所のモデルサイトを選定しており、本
案件の効果を他の地域にも広く適用するための配慮がなされている。

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

本案件では計画段階から参加型手法を適用することにより、貧困農民や女性が排除されないよう配慮
されている。また普及を通して、モデルサイトのみならず、対象地域のより多くの貧困農民が裨益す
る仕組みとなっている。なお、農業・加工等の技術の導入においては、女性の労働負担を増すことの
ないように配慮することが必要である。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

類似案件の有無：有

（1）JICAの類似案件



TRINCAP「トリンコマリー県住民参加型農業農村復興開発計画」（2005-2009）

上記案件は紛争被災地域であるトリンコマリー県において、住民参加型による農業農村復興のための
開発モデルを構築することを目標に実施中である。当案件のアプローチは、住民参加型によるコミュ
ニティ行動計画の作成、同計画に基づいた農村インフラの整備、農業技術研修と、本案件のアプロー
チと類似している。特に農業技術を中心として農民組織を強化する手法について様々な取り組みを始
めており、その成功例・教訓を今後整理し、本案件に活かすことができる。

（2）スリランカ国における他ドナーの類似案件

FAO「Special Program for Food Security （SPFS）」（2003-2007）

上記案件は日本政府の拠出金により実施されており、スリランカ全国17県において小規模灌漑地区
17箇所を選定し、住民参加によるコミュニティ行動計画作成、生産性・所得向上のための農業技術指
導、リボルビングファンドの導入などを通じ、コミュニティと政府職員による自立した農民組織の育
成を目指す事業である。SPFS事業ではFAOが各地区に一人ずつコミュニティ開発オフィサーを契約雇
用し、同オフィサーが中心となって農民組織と現場政府職員へのファシリテーションを実施した。そ
の結果、多くのモデルサイトでは高い成果が上がったが、他地域への波及メカニズムを構築していな
かったため、プロジェクト終了後の他地域への波及について懸案が残ると評価されている。本案件で
は、SPFSにおける成功事例を分析・活用しつつ、SPFSで実施に及ばなかった政府職員の能力向上を
通じた持続的な波及メカニズム構築を目指す。

8．今後の評価計画

本プロジェクトの評価は、PCM手法に基づきスリランカ国との合同調査により実施される。

（1）中間評価調査：2009年4月頃（予定）

（2）終了時評価調査：2011年1月頃（予定）

（3）事後評価調査：2014年4月頃（予定）


